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計画策定にあたって 

 

  小浜市の保育園は、地域に根付いた保育場所としてすべての地区に設置さ

れ、心も体も健やかで、豊かな感性を持つおばまっ子を育む場所として、日々

の保育に取り組んできました。 

  近年は少子化や核家族化が進展するとともに、保護者の就業形態等も変化

してきており、多様な保育ニーズに対応した様々なサービスを提供できる保

育園が求められています。 

 

  このような状況の中、子どもたちに最善な保育環境を等しく確保し、多様

化する保育ニーズにも対応するため、平成１９年１１月に「小浜市立保育園

統廃合及び民営化計画」を策定し、平成２２年度に今富第一保育園と今富第

二保育園を統合し、現在のそらのとりこども園として民営で開園し、平成２

３年度には田烏保育園と内外海児童センターを統合し「内外海保育園」とし

て開園しました。平成２３年１２月には計画の見直しを行い、平成２５年に

小浜第一保育園と小浜第二保育園を統合し、小浜幼稚園とも連携した「浜っ

子こども園」を開園し、前期計画が完了しました。また、後期計画において

は、平成２７年４月に雲浜保育園と西津保育園を統合し「やまなみ保育園」

を民営で開園いたしました。  

 

平成２８年２月に策定した小浜市立保育園統廃合及び民営化計画（後期第２

期）を見直し、令和元年１０月に小浜市立保育園統廃合及び民営化計画（後期

第３期）を策定しました。 

 

また、令和３年５月に小浜市議会総務民生常任委員会より、公立保育園の統

廃合および民営化に関する調査報告書（※）の提案を受け、本市の目指す保育

の理想像を明示すること、多方面からの意見の集約等に取り組むこととしまし

た。 

 

令和５年３月には、子ども・子育て支援事業計画との整合性を図るため、後

期第３期計画の計画期間を１年延長して令和６年度末までとしたうえで、本計

画策定にあたり、保育園等の在園児保護者や地区関係者等と、本市が考える集

団活動の中で育まれる子どもの姿や、子どもたちにとって最善な保育環境を早

期に整えるための意見交換会を行い、いただいた意見を反映した、新たな小浜

市立保育園統廃合および民営化計画（後期第４期）として、基本的な考え方を

とりまとめました。 

        

  ※こちらからご確認いただけます 

https://www1.city.obama.fukui.jp/gikai/p000000zc_d/fil/50002.pdf 
 



  小浜市の保育理念（案） 

健やかな心身を育み、豊かな自然の中で体を動かす楽しさを感じるおばまっ子 

～里山、里海に親しみながら、運動遊びの心・楽・体の推進～ 

 

 

 

小浜市の保育がめざす子どもの姿（案） 

運動遊び、自然遊びから育つ子どもの姿 

～心も体も健やかで、豊かな感性をもった子の育成～ 

 

 

①健康な心と体でよく遊ぶ子〈健康〉 

進んで体を動かして遊ぶ 

遊びや生活の中で、充実感や達成感を味わう 

 

②認め合い、人のぬくもりを感じる子〈人間関係〉 

  人と自分を大切にし、自ら関わろうとする気持ちを育む 

  ふるさとに親しみを持ち身近な人とふれあう 

 

③思いを伝えあう子〈言葉〉 

  人の話や言葉をよく聞き、自分なりのことばで表現する 

  伝え合う楽しさや喜びを味わう 

 

④自然の力強さを知る子〈環境〉 

  豊かな自然に親しみ、いろいろなものに興味や関心をもつ 

  豊かな自然とのふれあいを通して自ら挑戦する気持ちや生きる力を育む 

 

⑤豊かな感性のある子〈表現〉 

  自分なりのイメージをのびのびと表現することを楽しむ 
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１ 保育園の現状と課題 

 

（１）子どもの数 

  出生数については、昭和５０年代には４００人台を維持していましたが、 

その後減少傾向にあり、平成１４年以降は２００人台になりました。 

  令和４年までは２００人台で推移していましたが、令和５年には１６９人 

にまで減少し、さらに少子化が進んだ状況となっています。 

           

 地区別出生数の年次推移             人 

  小浜 雲浜 西津 内外海 国富 宮川 松永 遠敷 今富 口名田 中名田 加斗 合計 

昭和 55 年 65 47 53 30 18 13 13 43 74 23 18 10 407 

昭和 61 年 55 63 23 27 13 6 19 32 72 25 25 16 376 

平成 2 年 48 60 45 19 13 12 8 36 66 23 17 7 354 

平成 7 年 51 79 32 15 29 9 13 41 59 15 6 11 360 

平成 12 年 42 55 32 18 15 10 12 48 53 12 8 8 313 

平成 17 年 26 46 34 15 7 7 9 31 54 13 9 11 262 

平成 23 年 28 60 34 11 13 1 9 26 60 3 7 7 259 

平成 29 年 15 52 33 6 10 4 14 27 67 7 4 9 248 

令和元年 31 29 23 10 5 4 10 31 53 12 5 5 218 

令和 2 年 23 47 22 9 11 4 6 27 50 7 4 6 216 

令和 3 年 14 36 22 4 13 1 10 28 53 7 5 8 201 

令和 4 年 20 42 25 1 8 2 3 30 53 9 1 7 201 

令和 5 年 11 30 22 4 3 2 8 23 46 11 5 4 169 

 

健康管理センター調べ 

 

 

 

 



（２）園児数の推移 

公立保育園等（以下、公立園）の園児数については、少子化および民営化 

により減少しています。 

私立保育園等（以下、私立園）の園児数については、少子化傾向にあるもの

の、３歳未満児の入園者の急増により、ほぼ定員を上回る入園児童数となって

います。  

 

※令和２年 10月 聖ルカ幼稚園（教育施設）が認定こども園（教育・保育施設）に移行 

  公立園 園児数の推移                        各年４月１日現在（人） 

保育園 平成 20年 平成 27年 平成 31年 令和 2年 令和 3年 令和 4年 令和 5年 令和 6年 

浜っ子こども園 － １６８ １４７ １４２ １５３ １４７ １４６ １３３ 

小浜１ ９４ 
－ － － － － － － 

小浜２ ２５ 

雲浜 ７６ 
－ － － － － － － 

西津 ８１ 

内外海 ３３ 
３５ ３０ ３６ ３０ ２６ ２６ ２１ 

田烏 ９ 

国富 ４７ ３８ ２８ ３２ ３１ ３２ ４１ ４０ 

宮川 ２６ １０ ２０ １３ １２ １５ １３ １２ 

松永 ３７ ４３ ４０ ４２ ４４ ３７ ３９ ３５ 

遠敷 ９３ ７１ ８３ ８６ ８４ ８５ ７９ ８４ 

今富１ ９２ 
－ － － － － － － 

今富２ ４２ 

口名田 ５５ ４８ ４７ ５４ ５８ ５２ ４９ ５３ 

中名田 ２２ １５ １５ １６ １４ １１ １１ ９ 

加斗 ４３ ２２ ３３ ３３ ３２ ２９ ３３ ２７ 

合計 ７７５ ４５０ ４４３ ４５４ ４５８ ４３４ ４３７ ４１４ 

  私立園 園児数の推移                   各年４月１日現在（人） 

保育園 平成 20年 平成 27年 平成 31年 令和 2年 令和 3年 令和 4年 令和 5年 令和6年 

聖ルカ乳児 ４７ ４８ ５０ ５０ ４３ ４３ ５６ ５６ 

チューリップ ８６ １０２ １０７ １１２ １１０ １１２ １０６ １０２ 

そらのとり － １５２ １５８ １５７ １６０ １５３ １５７ １４８ 

やまなみ － １４５ １３９ １４６ １５２ １５１ １４８ １３４ 

わくわくステーション － １０ １８ ２０ １５ １０ １６ １５ 

バンビーナ － － ４ １０ １３ １４ １２ １１ 

聖ルカ幼稚園（※） － － － － ９５ ９７ １０２ １０５ 

合  計 １３３ ４５７ ４７６ ４９５ ５８８ ５８０ ５９７ ５７１ 



 

 

（３）３歳未満児の入園状況 

本市では、少子化による子どもの数が減少傾向にある反面、女性の社会

進出や就労形態の多様化、第２子保育料無償化をはじめとする保育サービ

スの充実により、３歳未満児の入園希望者が急増しています。特に０歳児

では、逼迫した受入状況となっており、０歳児の入園が可能な園は、公立

園では浜っ子こども園と口名田保育園の２園のみとなっている中、すべて

の私立園で受け入れている状況です。 

 

３歳未満児の入園者数と入園率の推移                 人 

 平成 30年 平成 31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

０歳児 

人口 ２３９ ２１３ ２１１ ２１６ １９６ ２０２ １６２ 

入園者数 ７２ ７９ ８０ ９２ ９９ １１２ ９５ 

入園率 ３０．１％ ３７．１％ ３７．９％ ４２．６％ ５０．５％ ５５．４％ ５８．６％ 

１歳児 

人口 ２２３ ２５２ ２４４ ２１２ ２１６ ２０５ ２０２ 

入園者数 １２３ １６２ １４７ １４２ １６７ １５８ １６８ 

入園率 ５５．２％ ６４．３％ ６５．６％ ６７．０％ ７７．３％ ７７．１％ ８３．２％ 

２歳児 

人口 ２３８ ２１０ ２４４ ２２０ ２１３ ２１４ ２０１ 

入園者数 １７１ １４６ １９５ １８４ １７０ １８２ １８３ 

入園率 ７１．８％ ６９．５％ ７９．９％ ８３．６％ ７９．８％ ８５．０％ ９１．０％ 

 

※人口は各年４月１日現在 

※入園者数は各年度末時点の在席人数 令和６年は年度末見込み 
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（４）公立保育園等の施設の状況 

本市の保育園は、昭和２６年の小浜市発足当時から児童福祉法に基づく児 

童福祉施設として設置されてきました。 

  平成２２年度に公立保育園２園を統廃合・民営化し、さらに平成２３年度 

も公立保育園２園を統合しました。平成２５年度には公立保育園２園を統合 

し公立幼稚園とも連携した認定こども園「浜っ子こども園」を開園、平成２ 

７年度にも公立２園を統廃合・民営化し、現在では公立保育園等が９園、私 

立保育園等が７園となっています。 

  公立園については、最も古い園で昭和５２年に建築しており、６園が築後 

３０年以上経過し老朽化が進んでいます。耐震診断の結果、改修が必要とさ 

れた園については、平成２２年度で補強改修工事を完了していますが、補

修・修繕を行いながら使用している状況です。 

 

（５）課題 

  前述のとおり、本市においても少子化や核家族化の進展が見られ、一部の

公立園では、初めての集団活動を迎える幼児期における最適なクラス人数の

確保が難しい状況になっています。 

また、本市の公立園の多くが老朽化し、建設当初のままの姿を残しつつ、緊

急度や老朽度を考慮した修繕等を行いながら、保育を継続しています。しかし

ながら、建設当初の３歳以上児が利用することを前提とした施設では、近年急

増する３歳未満児の受け入れや多様な保育ニーズに十分に対応しきれていな

い状況にあります。 

 

 

 

 

                                    



２ 統廃合および民営化に対する基本的な考え方 

 

（１） 目的と基本方針 

近年、少子化や核家族化の進展、女性の社会進出、多様な働き方の影響に

より、これまで以上に安心して産み育てられる環境整備が必要となり、これ

らを支えるための受け皿として、保育園等への入園はもとより、多様な保育

サービスの充実が求められています。 

本市では、一部の公立保育園で少子化の影響により、在園児数が定員を大

きく下回り、初めての集団活動を迎える幼児期における最適なクラス人数の

確保が難しい状況になりつつあります。 

また、中心市街地にある保育園等では、３歳未満児の入園希望が急増して

おり、その受け入れ状況が逼迫しています。 

このことから、本市の子どもたちに、最善な保育環境を等しく確保し、多

様な保育ニーズにも早期に対応していくことを目指し、本市が司令塔となっ

て本市の子どもたちの保育に関して責任をもって取り組みます。 

なお、公立保育園等の統廃合および民営化にあたっては、次の点に留意し

ながら、保護者をはじめ関係者と十分協議の上で進めることとします。 

 

① 新年度の入園申込み終了時点で、次年度末の在園児数が１０人未満

となる場合は次年度から閉園とする。 

② 地区内の保育園が閉園する場合、希望を聴き取る機会を設け、他の

保育園等に確実に入園できるよう調整する。 

③ 民営化は、施設および地域等の状況を勘案しながら民営化する保育

園等を選定し、民間法人等に対し積極的に働きかけることとする。 

④ 民営化（移行）の際は、通常保育以外の特別保育等の保育サービス

の充実はもちろんのこと、施設改修等保育環境の充実を図ることと

する。 

⑤ 民営化の推進にあたっては、統廃合、民営化に関する情報を公開し、 

保護者に対する説明や意見の聴取の機会を持ち、統廃合、民営化に対 

する不安を解消し、相互理解の下進めることとする。 

 

（２） 民営化の進め方 

民間法人等に対し積極的に働きかけることとしますが、民営化移行の際は

多額の費用もかかることから財政事情も考慮しながら進めていきます。 

 

 

 

 

 

               



（３） 計画の期間と実施方法 

後期第４期計画では、令和７年度から令和１１年度までの５年間を計画期

間とします。 

なお、本計画については、子ども・子育て支援事業計画と整合性をもって、

社会的要因や市の財政事情も考慮しながら検討していくこととします。併せ

て小学校の統廃合の動向も考慮しながら進めていきます。 

在園児数が少ない保育園については、市内の他保育園等との合同保育を実

施し、協同性や思いやりの気持ちを育む力を養う機会を持ちます。 

令和７年度から、浜っ子こども園の民営化に向けた取り組みを開始します。 

令和１２年度からの次期計画で、遠敷・松永・国富・宮川保育園４園の統

廃合・民営化について地域の意見を踏まえて検討を開始します。 

  

（４） 進行管理委員会の設置 

計画の進捗状況を確認するため、小浜市立保育園統廃合および民営化検討

委員会を設置し検証を行います。委員会の委員は、児童福祉審議会の委員と

保護者、保育関係者数名で構成します。 
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３ 民営化の実施方法 

 

（１）民営化の手法 

   民営化の手法としては、指定管理者制度を活用し運営を民間事業者に移 

管する「公設民営」方式と保育園の設置、運営ともに民間事業者に移行す 

る「民設民営」方式があります。 

 「公設民営」方式では、施設整備に対して、国からの財政的支援が得ら 

れない制約があり、スピード感を持った保育サービスの充実を図ることが 

難しくなります。 

 このことから、本市における民営化の手法は「民設民営」方式によるも 

のとします。 

 

【保育園等の施設整備と運営費について】 

 公設公営 
公設民営 

(指定管理者制度) 

民設民営 

(公有建物貸与等) 

民設民営 

(法人の建設運営) 

施設整備 自治体 国交付金 

運営費負担金 一般財源化 国・県負担金 

運営主体・運営

の責任 
自治体 

民間 

運営形態 直営 委託契約 

 

（２）運営主体 

   国の規制緩和により、従来、地方公共団体または社会福祉法人に限定されてい

た認可保育園の運営に、株式会社、学校法人、ＮＰＯ法人等が参入することが認

められました。 

   しかしながら、保育所運営の安定性や継続性の確保、また、民営化を実施する

にあたっての保護者等の不安を軽減するという観点から、運営主体は認可保育園

（認可申請中含む）の運営実績のある社会福祉法人、医療法人、学校法人、子育

て支援事業を実施しているＮＰＯ法人とします。 

 

（３）建設について 

   市としては、整備にかかる国の助成制度を活用しながら、小浜市社会福祉法人

の助成に関する条例に基づき、運営主体の法人に対し助成することにします。 

 



 

４ 事業者の選定 

 

（１）事業者の公募 

   事業者の募集は、公募によることとします。 

   まず、保護者の不安を解消する観点から公募の範囲を市内の事業者に限定しま

す。応募がない場合は、市外からも募集します。 

 

（２）事業者の選定基準  

   建設計画、設計に関する考え方、運営理念、保育に関する理念・方針、職員配

置、特別保育事業等の実施方針、事故防止・安全対策、食事に関する考え方、苦

情対応の体制、地域との交流、事業者の継続性・安定性等を事業者から提案させ、

審査を実施し、優良な事業者を選定します。 

 

（３）事業者の選定方法 

   選定にあたっては、小浜市立保育園統廃合および民営化検討委員会が事業者か

らの提案を書類および面接によって審査します。 

   運営事業者は、委員会の審査結果等を受け、市が総合的に判断し決定します。 

 

５ 円滑な引継ぎ 

 

（１）移行計画の策定 

   移行計画を策定し、移行のための準備期間を十分に確保します。また、保育士 

  等の職員が入れ替わることによる子どもと保護者の不安を最小限にするため、引 

  継保育を１年間実施します。 

 

（２）三者協議会の設置 

   円滑な引継ぎのため保護者、事業者、市の三者協議会を設置します。 

 

６ 民営化後の配慮 

   移行後も定期的に三者協議会を実施し、保育内容等を確認します。 

   移行後の園の運営や保育内容に問題がある時は、市が責任を持って調査、指導、

是正、勧告をします。 




